
 

 161

 

施策2-4-⑳  津波防災地域づくり法に基づく推進計画の活用 

 

【取組の概要】 

 津波による災害の防止等の効果が高く、将来にわたって安心して暮せる安全な地域の整備等を

総合的に推進するため「津波防災地域づくり法」が制定されています。 

 県知事は、津波避難体制を整備するために、特定の区域を「津波災害警戒区域」（イエローゾ

ーン）を指定できます。また、土地利用規制を行うことができる「津波災害特別警戒区域」（オ

レンジ・レッドゾーン）については、市町村長の意見聴取を得て指定することができます（下図

参照）。 

また、市町村は、基本指針に基づき、かつ津波浸水想定を踏まえ、津波防災地域づくりを総合

的に推進するための計画（推進計画）を作成することができます。 

推進計画の作成にあたっては、県や海岸管理者、事業者等と協議する必要があり、これらの関

係者と連絡調整を行うための協議会を組織することができます。 

推進計画により、「地震・津波災害に強いまちづくり」を推進することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【計画、整備にあたっての着眼点・留意点】 

・推進計画では推進計画区域を設定しますが、以下の特例処置を講ずることができます。 

  ①津波防災住宅等建設区の創設 

  ②津波避難建築物の容積率規制の緩和 

  ③一団地の津波防災拠点市街地形成施設に関する都市計画 

・県知事により「津波災害警戒区域」「津波災害特別警戒区域」が指定されれば建築や土地利用

の規制ができます。 
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◆参考資料 

・国土交通省 HP「津波防災地域づくりに関する法律について」 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/tsunamibousai.html 
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